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今夏の節電対策について
　「全原発が稼働しない夏」が近づいてきます。それはまさしく「節電の夏」でもあります。
　政府は5月１８日に需給対策を決定しました。特に関西電力管内の企業や家庭に対して、最大使用電力を2010年比で15％削減するよう求める節電目標を決めました。各地域で電力需給の余力に差があるものの、全国レベルの節電で生み出せる電力融通の有用性は大きいと考えられます。

　特に、大きく電力が不足する関西電力管内では、揚水発電に必要な水のくみ上げ電力すら不足しかねない見通しといいます。しかし、隣接各社からの昼間の電力融通があれば、その分、夜間の水のくみ上げ時間を延長することができ、関西電力の供給能力の向上にもつながります。隣接管内の節電が「二重の改善効果」をもたらすわけです。

　懸念されるのは、今回の原案が急ごしらえの感を拭えず、関係自治体と民間企業各社への根回しが遅れていることです。既に冷房需要が本格化する７月まで２カ月を切っており、急な節電要請は企業活動を混乱させる可能性があります。万が一、政府の調整力不足で対策が整わなければ、計画停電や使用制限令など強制的な節電策を取らざるを得ず、その場合、経済界への打撃はさらに大きくなってしまうことが懸念されます。
一方、環境月間でもある６月にブラジルのリオデジャネイロで「国連持続可能な開発会議」が行われます。この会議は「リオ+20」と呼ばれ、1992年にリオで開催された「地球サミット」から20年目の節目を迎えることによります。改めて、リオ宣言に込められた「持続可能な未来」を築くためにも省エネ社会構築に努めなければなりません。
また、「原子力発電の今後のあり方」について、日本の取るべき道として、原子力発電に依存しないエネルギー政策への転換を早急に検討していくべきであります。特に太陽光などの再生可能エネルギーについては、今年７月から電力会社に再生可能エネルギーによる電力の買い取りを義務付ける固定価格買取制度が始まります。こうした施策により原発への依存度を下げ、新たなエネルギー自治の先例につなげていかなければなりません。多くの公共施設を持つ自治体が、無理のない範囲で節電に取り組み、模範として社会に示していくべきと思います。
この夏、節電文化を深化させ、「原発なしでも成り立つ日本」へ向かっていかなければなりません。そのためにも、住民の暮らしに近い自治体の役割と責任は大きいはずです。
このような観点から、以下伺います。
（1）昨夏の「節電の夏」や今冬の「節電の冬」の経験を踏まえた、今夏の我がまちの節電への取組みについて
（2）各家庭、各市民への「節電の夏」への取組みについて
（3）７月から「固定価格買取制度」がスタートします。再生可能エネルギーの「普及元年」の我がまちでの取り組みについて

【参考】
2012/05/16　夏の電力需給見通し
2012/05/21　懸念される夏の電力不足
４月号
2012/04/04　「どうなる？今夏の電力需給」
2012/04/22　「公明党はこう考える。原発・エネルギー」
2012/04/13聖教　「再生可能エネルギー開発の道を」
2012/04/26読売　「再生エネ　期待料込」
【考えられる展開】
①電力各社が政府に提出した今夏の需給見通しによると、原発が再稼働せず、２０１０年並みの猛暑になった場合、全国で０・４％の電力不足が生じると推定。特に、原発を１１基抱える関西電力では１６・３％の不足を見込む。今夏も全国的な節電が避けられない情勢。
②電力不足の恐れがあるのは関電に加え、九州電力（３・７％）と北海道電力（３・１％）の３社。さらに東北電力や四国電力も、電力の安定供給に必要な３％の予備力を持つには至らず、ピーク時に不安を抱える。一方、東京電力は４・５％、中部電力も５・２％の余剰を見込む。
　地域別では、東日本（北海道、東北、東京３社管内）が３・７％の余剰、それ以外の西日本は３・６％のマイナスとしている。
　検証委は、企業の自主的な電力使用抑制などの効果を精査し、５月上旬にも最終的な需給見通しをまとめる。政府は検証結果を受け、関係閣僚らによる「エネルギー環境会議」で夏の節電計画を決定する。
③これに呼応した自治体の動きも目立つ。新潟県長岡市は天然ガス発電所を市庁舎に導入する「ガスタウン構想」を打ち出している。静岡県は太陽光パネル設置への独自の助成を設けて普及を促し、岐阜県は農業用水路への小水力発電設置を推進し、売電収入の増加をめざす。
　愛知県豊橋市は全小中学校74校、刈谷市は全中学校6校で設置完了。安城市の場合、太陽光パネル設置費は1校あたり3千万～3千5百万円と大きな投資だが、「発電だけでなく、自然エネルギーを活用する仕組みを子どもたちに伝える意義は大きい」と説明。災害時には非常用電源として使える学校もあるという。　さらに安城市は、市内を流れる農業用水に小水力発電の設置も計画する。
④ピーク時の電力抑制が十分に機能すれば、原発の再稼働がなくても、企業・家庭の節電と、電力事業者の努力で、現行の供給力でやっていける可能性もある。ただ、それによって懸念されるのは経済的影響である。
　今夏も昨年並みの節電となれば、増産は難しい。日本経済研究センターの試算によれば、今年度の実質ＧＤＰ（国内総生産）は電力不足で１・６％（約８兆円）押し下げられるという。
⑤学校施設での“ガラス飛散防止フィルム”の導入
　学校の耐震工事で、近年、定着しつつある“ガラス飛散防止フィルム。透明なポリエステルフィルムに耐久性のある粘着材を塗って、表面に傷つきにくい対摩耗処理を施したものをガラスに貼ることで、割れた際の飛散防止はもちろんのこと、紫外線もほぼ完全にカットできるというもの。
さらには赤外線カット率も高く（約85％）遮熱性を大幅に向上させた製品も開発されてきています。夏場は―５℃前後の外気温の差、逆に冬場でも＋5℃前後の外気の差が得られ、冷暖房効果、省エネ部材としても注目されている。
　学校でのガラスの改修手段として採用されているのが強化ガラス。主に出入り口回りやボールなどがぶつかってガラスが割れやすい校庭に面した部位を中心に長年にわたって、導入されてきました。しかし、外力が加わらなくても、自然に割れてしまうことがあります。専門的に“自然爆裂”“自然破壊”と呼ばれるものでガラス製造時の不純物の混入や経年劣化がその主な要因で厄介な現象です。唯一の対策がこのガラス飛散防止フィルムを貼っておくことだといわれている。
　猛暑が多い日本の夏対策として、私立学校だけでなく、公立学校でもクーラーを設置し対処しているが、結果的にＣＯ²排出量を増加させているのが現状。ウィンドウフィルムを貼ることで窓から侵入する日射を遮り、クーラーの冷房負荷を軽減することもでき、節電につながる。
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